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●宿泊者の管理 

宿泊者の本人確認 

 宿泊者が宿泊を開始するまでに、対面もしくは対面と同等の手段にて、本人確認を行ってください。対面と同等の

手段は、届出住宅等に備え付けたテレビ電話やタブレット端末等によるＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、以下の２点

を必ず満たすことが条件です。 

① 宿泊者の顔及び旅券が画像により鮮明に確認できること 

② ①の画像が住宅宿泊事業者や住宅宿泊管理業者の営業所等、届出住宅内又は届出住宅の近くから 

  発信されていることが確認できること 

 なお、長期滞在者に対しては、チェックイン時に本人確認してない人が宿泊していないこと、不審者が滞在してい

ないこと、滞在者が所在不明になっていないこと等について、定期清掃時等に確認してください。特に７日以上の滞

在の場合は、定期的な面会をする等、注意を払う必要があります。 

 

宿泊名簿の作成 

 宿泊グループごとに、宿泊者全員について名簿を作成し、以下の事項について正確に記載させる必要がありま

す。パスポートの呈示を拒否する場合は、呈示の協力を促し、パスポート不携帯や事件等の可能性も鑑み、最寄り

の警察署に連絡する等の対応をしてください。宿泊者名簿は、適切な方法にて３年以上の保存が必要です。 

① 宿泊者の氏名、住所、職業、連絡先 

② 宿泊日（チェックインおよびチェックアウトの日時） 

③ 外国人観光旅客の場合は、国籍とパスポート番号およびパスポートの写し 

 

区長への定期報告 

 事業者は、２か月に１回、前２月における届出住宅ごとの宿泊状況の報告が必要です。報告は民泊制度運営システム

を利用し、偶数月の１５日までに、忘れずにお願いします。 

 

  民泊制度運営システムでは、ご利用のパソコン環境に合った「電子宿泊者名簿」のソフトウェアがダウンロード

でき、宿泊者名簿の作成、及び、２か月ごとの宿泊実績定期報告データの作成できます。ご活用ください。 

 

※その他、留意すべき業務については、「民泊制度ポータルサイト」にて、必ずご確認頂くようお願いします。 

 

報告内容： ①届出住宅ごとの宿泊日数 ②宿泊者数  

       ③延宿泊者数    ④国籍別の宿泊者数の内訳  

  報告方法：  民泊制度運営システムにログインし、 

  直接入力する、または、定期報告データ（csv ファイル）をアップロードする 

  報告期限： ２，４，６，８，１０，１２月の１５日まで 

問い合わせ先 

 北区保健所 生活衛生課 環境衛生 

  住所 東京都北区東十条二丁目７番３号 

  TEL  ０３（３９１９）０７２０ 

  （８：３０～１７：００、土日休日を除く）


